別紙３＜確認事項＞

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者氏名 (ふりがな)（　　　　　　　　　　　　）

次の記載内容について、相違ありません。
１　他の公的な機関の同様の制度による助成対象経費に係る助成の有無
□なし　　　□ あり（　　　  　　　　　　　　　　　　　）

２　申請者（犯罪被害者以外の者が申請する場合にあっては、申請者又は犯罪被害者。３及び４において同じ。）による犯罪行為の誘発、その他当該犯罪被害につき、申請者に責めに帰すべき行為はありません。

□はい　　　□いいえ（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

３　申請者が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団又は同条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団等」という。）のほか、暴力団等に協力し、又は関与する等暴力団と密接な関係を有する者ではありません。

□はい　　　□いいえ

４　申請者と加害者の関係性（加害者との間に親族関係がある場合、続柄を記入）
　　
※婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にあった者（徳島県パートナー
シップ宣誓制度及び他の地方公共団体における同様の制度に基づくパートナーシップの関係にあった者を含む。）を含む。

（１）申請者：□なし　　　□あり（　□親族（　　　　　　　　　　　　）　□知人
犯罪被害者以外の者が申請する場合にあっては、次の（２）も記入してください。　
（２）犯罪被害者：□なし　　　□あり（　□親族（　　　　　　　　　　　　）　□知人　）

５　助成金の交付後に、徳島県犯罪被害者等支援事業費助成金交付要綱第１０条の規定に基づき、助成金の交付決定が取り消されたときは、同要綱第１１条の規定に基づき、交付を受けた助成金を速やかに返還します。

　　□はい　　　□いいえ

６　助成金の交付に必要な警察等が保有する犯罪被害者等の個人情報について、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）、個人情報の保護に関する法律施行令（平成１５年政令第５０７号）及び個人情報の保護に関する法律施行規則（平成２８年個人情報保護委員会規則第３号）に基づき、徳島県が収集し、提供を受けることについて同意します。

　　□はい　　　□いいえ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜裏面へ続く＞
７　助成要件等
	転　居　費　用　助　成　
	次の要件に該当します。 （※ 該当項目にチェックしてください。）
□「徳島県犯罪被害者等支援事業費助成金交付要綱」別表「（１）転居費用助成」
の「助成要件」の１（１）のア、イ、ウのいずれかの犯罪行為により被害を受けた。
 
　□犯罪被害が警察に認知されており、かつ、当該認知の事実が警察等への照会等により知事が確認できる。

□犯罪被害の原因となった犯罪行為が行われた時において、犯罪被害者が徳島県内に居住していた。

□犯罪行為による被害を受けた日の翌日から起算して１年以内に本申請書を提出している。

□申請者（犯罪被害者又はその遺族）が、以下のいずれかに該当する。 

□犯罪行為により住居が滅失し、又は著しく損壊したために、従前の住居に居住することができなくなった。
□犯罪行為による被害を受けた場所が、犯罪被害者の住居又はその付近であるなど、二次被害の発生、再被害のおそれその他の事情により、従前の住居に居住し続けることが困難となった。 
□転居費用助成金の交付を受けた後、転居先（県内に限る。）において二次被害が発生し、又は再被害のおそれがあることにより、再度の転居が必要である 。

（申請者が未成年者の場合）
 
□転居に関して保護者（親権者又は未成年後見人）の同意を得ている。


	再　提　訴　費　用　助　成　
	
次の要件に該当します。 （※ 該当項目にチェックしてください。）

□犯罪行為により死亡、重傷病又は精神疾患を負ったことに対する損害賠償請求について、再提訴をした者である。

□再提訴をした日において、徳島県内に居住していた。

□再提訴に係る判決が言い渡された日の翌日から起算して５年以内に本申請書を提出している。




